
【事業対象者の場合】 各務原市地域包括支援センター（R03.03改定）

【はじめに】

１　利用申込受付・契約締結

・業務依頼書の送付

２　アセスメント

・利用者宅にて訪問・面接する

・利用者基本情報の作成

・課題分析

３　計画書（原案）の作成

・計画書原案の確認

４　サービス担当者会議の開催

　原則として下記の場合に出席

　　・初回開催時

　　・ケアマネからの依頼に応じて

※押印はなくてもよい

・利用者へ介護予防プランの説明を
行い、介護予防プランに同意の署
名をもらう

・サービス担当者会議への出席

・評価期間を設定し、計画原案の決
定

・サービス担当者会議の要点を支
援経過に記載する

〇事業対象者の業務委託は、配偶者が要介護や要支援で委託中であるなど、特別な事情がある場合に可能です。

地域包括支援センター

・市に提出済の基本ＣＬ、申請用ア
セスメントシート等の写しを居宅へ
渡す

・地域包括→地域包括支援センター　　　・居宅→居宅介護支援事業者　　　・介護予防プラン→介護予防ケアマネジメント計画

委託居宅介護支援事業者

・利用者及び家族と共に、計画の原
案を作成し地域包括へ提出。
※基本情報・アセスメントシートの
提供は任意（様式は問わない）。
予防プランの期間は認定期間と同
期間とするが、状態の変動により速
やかなプラン変更を行う

○介護予防ケアマネジメントにあたっては、「地域包括支援センター業務マニュアル」に基づき行います。

【用語について】

・介護予防プランの目標の共通認
識、必要に応じ修正

※介護予防サービス・支援計画表の作成に当たり、介護給付適正化に留意する。

〇事業対象者の申請に必要な基本チェックリストやアセスメントは、地域包括支援センターが行います。（新規・更新とも）

　　但し、更新時は委託先ケアマネジャーが責任をもって地域包括に更新手続きを依頼します。

・介護予防プランの意見欄に記入
し、居宅に渡す。
※押印はなくてもよい
※意見欄が空欄で署名（または押
印）のみの場合は「プランに同意す
る」を意味する）

・地域包括が利用者宅へ訪問し、利
用者との契約締結。原本は地域包
括にて保管。

介護予防ケアマネジメントを居宅介護支援事業所へ委託した場合の流れ

・利用者から介護保険証を預かり、
介護予防プラン作成依頼届出書（委
託有）を市役所へ提出（予めわかっ
ている時は申請時に記載して届け
出）

○以下の業務は、事前に地域包括支援センターと居宅介護支援事業者間との業務委託契約の締結が必要です。

○使用様式については、国から示された標準様式を使用します。

介護予防プラン（原案）介護予防プラン（原案）

介護保険被保険者証

利用者基本情報利用者基本情報（写）

契約書

重要事項説明書

居宅・介護予防サービス計

画作成依頼届出書

支援経過記録

介護予防プラン（原案）
（意見欄記入済み）

介護予防プラン（原案）
（意見欄記入済み）

アセスメントシート

（任意）

アセスメントシート

（写）（任意）

業務依頼書

基本ＣＬ（写）

申請用アセスメントシー

業務依頼書

同意書

基本ＣＬ（写）

申請用アセスメントシート

（写）



【事業対象者の場合】 各務原市地域包括支援センター（R03.03改定）

地域包括支援センター 委託居宅介護支援事業者

５　介護予防プランの交付

６　モニタリング

　①３ヶ月に１回

　②サービス期間終了月

８　給付管理

９　評価

・記入した評価表を居宅へ戻す

※押印はなくてもよい

委託契約による介護予防支援業務の終了時の書類の保管等について

・サービス提供事業所より提出の
あった実績報告を確認し、
　①利用実績を記入したサ利用票
　②サ利用票（別表）
　③委託料請求書
を原則翌月5日までに地域包括へ
提出する。

厚生労働省ウェブサイト「総合事業の関係規程等」ページ
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184585.htm）内の介護予防ケアマネジメント関係『介護予
防ケアマネジメント実施における様式6』、『介護予防ケアマネジメント実施における様式7、8』
からダウンロードできます。

・評価表を作成し、地域包括に提出

・モニタリングは少なくとも次に該当
する場合は利用者宅を訪問し行う

　③利用者の状況に変化が見ら
れ、計画見直しの必要があると予見
されるとき

介護予防サービス・支援計画表、支援経過記録、評価表等関係書式について

・居宅から提出された評価表を確認
し、担当者意見を記入。

・居宅から提出された
　①サ利用票
　②サ利用票（別表）
　③委託料請求書
を確認し、介護報酬の請求を行う。

・1ヶ月に1度は事業所等での面談
や電話連絡等により利用者本人に
状態を把握し、支援経過に記載す
る。

・サービス事業所からの状況報告な
ども支援経過に記載

《交付の時期》
　①初回認定時及び更新認定時
　②介護予防プラン見直し時
　　・随時見直し時

主治医意見書（写）、認定情報（写）、特記事項（写）、介護保険被保険者証（写）、基本チェックリスト、利用者基本情
報、介護予防プラン、支援経過記録、評価表を居宅→地域包括支援センターへ提出、または居宅介護支援事業所
で５年間保管すること。
《根拠：「介護給付費請求書等の保管について」の一部改正について　厚労省老人保健課　平成27年4月1日付け事務連絡》

７　サービス利用実績の確認、
委託料の請求

・今後の対応方針（計画の終了、継
続、変更）につき、利用者と共に決
定する。

・設定された目標との関係を踏ま
え、効果の評価を行う。

・事業所から事後アセスメントの結
果報告を受けて、利用者宅を訪問・
面接。

・利用者及び地域包括に介護予防
プランの写しとサービス利用票及び
サービス利用票別表を交付
※介護予防プランの原本は居宅に
て保管し、写しを地域包括へ提出
※サ利用票の利用者確認印は不
要

評価表（写） 評価表（評価月）

介護予防プラン

①サ利用票

（利用実績記入）

②サ利用票(別表）

（利用実績記入）

③委託料請求書

サ利用票

サ利用票別表

①サ利用票

（利用実績記入）

②サ利用票(別表）
（利用実績記入）

③委託料請求書

介護予防プラン(写）

サ利用票

サ利用票別表

支援経過記録


